




































































































































































































































































































































































































変　数名 因子I 因子I 因子m 因子1v 因子V
Q13－2：新たな知識の創造 0．761一〇．017 O．065 0．184 0．145
Q13－1：研究それ自体への関心 0，617’ 一0．212 0．394 O．O04 O．016
Q13－1O：親類が研究者 0I59010．265一〇、256一0．146一〇．178
Q工3－11：大学の先生による薦め 一0．080 0，771一 一〇．006 O．113 0．027
Q13－12：主体的白由の確保 0．094 0，544■ O，432一〇．060 O．217
Q13－9：立派な研究者による触発0．512 O．535 O．031一〇．018一0．013
Q13－7：社会的地位の獲得 0，007 O．126 0，739■ 一0．044 O．135
Q13－8：ノーベル賞等への関心 0．080一0．039 O．608■ 0．161一0．465
Q13－3：実用化可能な技術開発の興味一0．085一0．086 一0．105 O．826一 O．184
Q13－4：研究による社会貢献 0，243 0．273 O．182 0．7391 一〇．211
Q13－6：経済的理由 0．058 O，084 O．086 0．074 O．835■
固有値（説明分散） 1．661 1．399 1．381 1．334 1．111
寄与率 15，10ユ 12．721 12，55612．12510．099
累積寄与率 15．10127．82240．37752．50362．602

















変　数　名 因子工 因子皿 因子皿 因子w
Q工9－7：研究設備の整備 O．777一 0．112 0．147 一0．055
Q19－6：研究情報の改善 0，693一 0．254 一0．181 一〇．013
Q19－8：研究室の拡大 0，645一 一〇．071 0．324 0．020
Q19－3：研究交流機会の増加（海外） 0．19ユ 0，739一 0．112 一0．034
Q19－2：研究交流機会の増加（国内） O．420 0，720一 一0．026 0．154
Q19－1：研究発表機会の増加 一〇．146 O．699一 O．253 0．014
Q工9－5：業績の正当な評価 0．094 0．074 0，803一 0．012
Q19－4：研究テーマ選定の自由化 0．028 0．270 0，698一 0．211
Q19－9：研究費の増加 0．447 0．070 0，503’ 0．140
Q19一ユ2：研究指導の充実 0．085 0．062 一0．003 0，757一
Q工9一ユ3：研究上の人閻関係の改善 一0．010 O，034 0．068 0，707■
Q19－11：雑用の軽減（研究以外） 一0．069 一0．025 0．159 0，686一
園有値（説明分散） 1．956 1，725 1．651 1．636
寄与率 ユ6．301 1五．372 13．762 13．636
累積寄与率 16．301 30．673 44．435 58．071

























































説明変数 β S．E． Wa1d統計量有意確率 偏相関係数 E・p（B）
脇活鱗駿 0，277† 0．155 3．工71 0．075 O．076 1．319
因子I 0，329† 0．185 3．172 0，075 O．076 ユ．390
因子㎜ 一0．063 0．173 0．131 皿、S． O．000 0．939
因子w 一0．005 0．180 0．001 n．S． 0．OOO 0．995
因子V O．315 0．240 1．731 n．S． 0．OOO 1．371
モデルの検定鮭2〕：定数項のみの対数尤度一説明変数を含む対数尤度；　　　　201，819－191，92519，894γ至（。〕＝9，894，P＝．078†
Hos皿er　and　Lemeshowの適合度検定1注3）；γ2㈱＝4，394，p＝．820
（注1）†はp＜O．ユを表す。
（注2）H皿：本分析におけるロジステイク回帰式は予測に役立たない。
（注3）H埴：ロジステイク回帰モデルは適合している。
4．考察
4－1，R＆D要員の心理契約のタイプ
　R＆D要員が当該組織と成立させる心理契約のタイプを考察するために研究
動機・意識項目の要約・減数化を行った結果，基礎研究動機（因子I），受動
的研究動機（因子n），地位の獲得（因子㎜），開発研究動機（因子1V），経済
的理由（因子V）が抽出された。研究動機・意識の次元を構成する因子は部分
的ではあるが，心理契約のタイプを検討・考察するのに有効である。
　Rousseau（1995：1990）やRousseau＆Wade－Benzoni（1994）が心理契約を
2分類（図2）する場合，幾つかの比較視点を設定しているが，「個人の興
味・関心の中心」，「契約対象の認識」の比較視点を取り上げてみると，R＆D
要員には経済的理由以外に基礎研究動機および開発研究動機を示す因子がみら
れた。この場合，職務に対する興味関心はみられるが，全人格を当該組織に同一
化させようとする意識はみられない。要するに，R＆D要員が当該組織と成立
させる心理契約は，「純粋な」関係契約，対人関係を重視する契約ではない。
Anen＆Katz（1995；1989；1986）やMckimon（1987）の研究でもプロジェク
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ト志向を重視する傾向が強いことが実証されている。これは当該企業に同一化
する行動様式というよりも研究職務への一体化が重要であることを指摘する実
証研究の成果であり，R＆D要員に顕著な行動特性を投影した緒果である。
　関係契約の成立がみられないからといって，R＆D要員が当該組織と結ぶ心
理契約が業務契約であるとも隈らない。R㎝sseau（1995：91－92）は，業務契約
を成立させる組織と組織構成員の典型的タイプとして人材派遣企業と派遣社員
を挙げている。R＆D要員は当然ながら派遣労働者とは異なる人的カテゴリー
である。
　R＆D要員が当該組織と成立させている心理契約のタイプが純粋な関係契約
でも業務契約でもないとすると，どのようなタイプの心理契約を締緒している
のだろうか。この場合，心理契絢に対する当該組織とR＆D要員の認識の相違
が存在する点と心理契約のタイプが契約の違続体の両極に位置付けられている
点に再度着目する必要がある。従って，R＆D要員の心理契約のタイプは比較
視点によって関係契約にも業務契約にも成り得る。・研究動機・意識項目の要約
結果から，純粋な関係契約の不成立が局所的に明らかにされたが，純粋な業務
契約も成立していないことが発見されたといえる。これは個人的な視点が基礎
になっているからに他ならない。
4－2．研究環境条件と研究活動満足度
　研究環境の整備は尽＆D、要員が研究活動を展開するのに重要な外発的動機づ
け条件である。」こり場合ρ環境条件ζ但，必ずし奉物理的環境面g肇備を意味
するハ∵ドな側面だけではなく，．R＆D要員に対レて研究上自由裁量を認める
諸施策，制度的なソフトの面も意味する。環境条件が重要である根拠は，研究
環境管理のあり方によって心理契約の違反行為が認識され，、彼らの意識，行動
に何らかの影響を及ぼす可能性がみられ，人的資源管理上の重要なイシューに
なり得るからである。
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　さて，研究活動活性化の条件を尋ねた質問項目を整理した結果，以下の4つ
の因子に要約・減数化することができた。「研究設備の整備（因子I）」，「交流
機会の増加（因子I）」，「主体性の確保（因子m）」，「職場内関係（因子1V）」
である。各因子はR＆D要員が研究活動の活性化に必要であると考える条件を
代表する。従って，各条件が人的資源管理上の諸施策，制度に反映されない場
合には，R＆D要員の当該組織との関係に対する認識に乖離が生じ，心理契約
の違反行為の認識活動を誘発し得る。
　感情的・情緒的側面に影響を及ぼす心理契約の違反行為は，R＆D要員の研
究活動満足度に負の影響力を齎すことは当然である。Robi皿son＆Rousseau
（1994）の研究では，組織側による心理契約の違反行為は職務満足，組織満足
と負の相関関係がある，との仮説を立て，実際に負の相関関係（r＝一．76，
p〈．01；r＝一．46，p＜．01）があることを実証している。要約・減数化された
因子の中で特に研究活動満足度と関連を有し，影響を与える条件は，交流機会
の増加（β＝・157，p＜・05）と主体性の確保（β二．142，p〈．10）であった
（表3）。本分析では，環境整備の欲求を心理契約の違反行為の原因とし，違
反行為の認識を媒介変数と仮定して，研究満足度に及ぼす影響力分析をした結
果，組織側にとって特に研究環境のソフト面の整備が急務であることが事実発
見できたといえる。
　交流機会の増加，主体性確保の条件ともに研究環境のソフト面を強調する条
件である。準拠集団との関係を要求する条件，自主性を重視する条件は，研究
活動の満足度を高めると同時に，心理契約の違反行為の認識を低減させるうえ
で影響力がある。従って，R＆D要員の人的資源管理システムを構築するうえ
で看過できない点であり，以上の条件を加味した諸施策を立て，制度化してい
く姿勢が組織側に求められているに他ならない。
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4－3．所属意識に対する影響力
　契約違反行為認識後の従業員の行動パターンは，Rousseau（1995）のモデル
に従えば，①当該組織への訴え，②忠誠心，沈黙状態の保持，③怠慢行為，④
離職行為，が共通してみられる対応である（図5）。本研究では，④の離職行
為を取り上げて分析を行ったが，実際に離職したR＆D要員を対象とせず，現
職中の彼らに将来の所属意識の有無を尋ねた結果を分析対象に設定した。
　違反行為の認識結果として，研究活動満足度が低下すれば，当該組織に対す
る帰属欲求も違動して低下するはずである。だが，他のホワイト・カラーとは
異なり，R＆D要員にみられる特有の当該組織と職務に対する考え方も帰属意
識に影響するだろう。これらの条件を説明変数に設定し，所属意識の有無を目
的変数にして分析した結果，研究活動満足度（β：．227，p＜．10）および基礎
研究動機（β＝．329，p＜。10）が，所属意識と正の関連性の傾向が認められた。
Robinson＆Rousseau（1994）の研究では，違反行為を説明変数，所属意志を
目的変数に設定し，心理契約の違反行為は所属意識と負の相関がある，と仮説
を立てて，回帰分析を行った繕果，負の関係（β＝一．41，p＜．01）が認めら
れている。
　本分析では，契約違反行為自体の尺度を設定していないため，研究活動満足
度の程度を心理契約の違反行為の認識結果と仮定して分析を行ったが，所属意
識ないし離職意識と関連する傾向が認められたことは特筆に値する。他の条件
を一定にして考えると，研究活動満足度が高ければ，将来の所属意識も高いの
である。
　なお，基礎研究動機と所属意識との関連傾向についても研究活動を展關出来
る場をR＆D要員が重要視していることが伺える。これは，研究環境が彼らの
活動に果たす重要性を改めて認識させる結果として解釈できる。
　心理契約の違反行為の緒果，R＆D要員の所属意欲は低下する。当然ながら，
個々人の認識の程度に依存するが，離職意識を高める傾向は強い。実際，違反
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行為の認識結果としてみられる行動パターンは当該組織に訴える行動に出る者，
怠慢行為，沈黙を続ける者のように異なる。たが，研究活動満足の程度によっ
て所属組織に対する意識に変化がみられるという事実発見は，R＆D要員が
「基幹（core）」人材であることを前提とすると，企業側にとって大きな痛手
と成り得る問題であるし，離職意識を有する予備軍を抱えていては企業のパ
フォーマンスに負の影響がみられるかもしれない。
5．緒論と課題
　本研究では，心理契約，その中でも心理契約の違反行為に関する最近の研究
状況を整理し，代表的な研究枠組みの中で，若手R＆D要員の意識調査緒果を
基に幾つかの探索的事実発見の研究を進めてきた。R＆D要員が当該組織と成
立させる心理契約のタイプの検討，違反行為を誘発する諸要因の発見，違反行
為の認識結果と感情や行動意欲との関遵性について実証研究を行った。
　部分的説明であるが，当該組織と成立させる心理契約のタイプは組織との関
係，対人関係を重視する，必ずしも純粋な関係契約ではなく，業務契約でもな
かった。この結果は心理契約の成立度合が個々人の認識程度に依存することか
ら再調査を要する。次に，研究環境の整備に対する意識を心理契約の違反行為
と認識される原因として捉え，研究活動満足度との関連性を分析した結果，両
者に正の関連性が認められた。最後の分析では，違反行為認識後の行動パター
ンの一つとして，将来の所属意識と研究活動満足度，研究意識・動機との関連
性分析を行った結果，正の関連傾向が認められた。この一連の事実発見は，
R＆D要員の人的資源管理システムの構築にとって重要な結果として提えられ
るべきである。
　実際，心理契約の視点から，この人的カテゴリーを分析対象とした研究はみ
られないのが現状である。従って，他の人的カテゴリーを分析対象とした米国
での実証研究の成果と類似した分析緒果を得られたことは，心理契約論が最近
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の米国における雇用関係を説明する新しい理論というだけではなく，日本にお
ける企業とその構成員との関係をも説明できる理論であると帰緒を得ることが
出来たのではないか。
　だが，今回分析に使用された質問項目はR＆D要員の研究活動に対する意識
調査結果が主であって，所属組織に対する意識調査項目は限定的である。なお，
今までの実証研究で採用されている質問項目を使用出来なかった点は再考すべ
きであり，今後の課題としたい。Robinson＆Rousseau（1994），Robins㎝，
Kraatz＆Rousseau（1994），R㎝sseau（1990）等が開発した尺度を修正しなが
ら，遣跡調査ないし再調査を行い，対象者の行動様式を分析する必要がある。
また，調査対象者の意識変化を考慮し，時間軸を加味した比較的長期聞の分析
も進めなければならないだろう。
　以上の結論と課題を踏まえて，今後の雇用関係と心理契約研究の展開につい
て考えてみたい。従来とは異なる視点から雇用関係を分析する代表的な視座が
心理契約である。安定的な雇用関係の維持は内外の環境変化に伴い困難になっ
てきており，企業の競争優位を構築するコアの人材の雇用以外は，コンティン
ジェントな雇用（COnti㎎㎝t　emp1oyment）を採用する傾向がみられる（二神，
1998：23）。「終身雇用」ないし「長期雇用」の概念で説明されてきたこれまで
の雇用関係は，人材開発（human　res㎝rce　developm㎝t）投資が行われるコア
の人材の雇用と正規従業員以外の労働者と雇用関係を成立させるコンティン
ジェントな雇用の両方向性を包含する形態に移行しつつある（二神，1肱）。
　時代の要請を受け，近年の雇用の有り様を踏まえて，新しい心理契約の研究
はこれまで以上に重要性が認識されるに違いない。組織構成員と組織の両視点
から両者間関係を説明するのが心理契約論である。心理契約の分析視点，理論
的説明力は，有効な人的資源管理システムの設計，戦洛とリンクさせた企業活
動の展開，そして今後の雇用関係のあり方を変えていくに違いない。心理契約
論の知見を踏まえ，今後，企業側は従業員に高度な要求を提示するには，彼ら
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の心理契約を理解することも肝要である。現状維持の状態では，心理契約の違
反行為を認識させる原因を増加させるだけかもしれない。
ユSohein（1980：22）に従えぱ，組織レペルにおいて，心理契約概念を初期に論じ始めたのは，
A卿ris（1960），Levinso口（1962）であるという。また，March＆Simon（1958）による「誘因一
貢献（ind皿oe皿㎝七contributi㎝）」モデルには暗黙的に心理契約の考えが包含されているという。
2Sohei皿（1980：22）による心理契約の概念定義は，「組織全構成員と当該組織のマネジャー等聞
において常に存在する記述されていない両者からの期待」である価
3学界では1960年代に心理契約の重要性を指摘する研究が既に幾つかみられ，心理契約が組織内
の行動の強力な決定要因（Schein，1980124）であることが主張されていた。近年みられる心理契
約研究に対する関心の高揚は，1980年代以降の組織再編成，リストラクチャリング，ダウンサイ
ジング，等の組織機構の変革，すなわち実務界による認識の増加が主たる原因となっている
　（Kissler，ユ994：335；Si叫1994：374：Ulrich，1994：322；Wi1helm，1994：323）。
4　暗黙契約（i皿p1ied　contmcts）は，「契約に関与しない人々が契約の条件，それの承認，そして
その相互関係を注視することに特徴がみられる」（R㎝sseau，1995：9）ものである。当事者間の交
互作用のパターン，第三者にとって観察可能かつ確証可能な交換サイクルから暗黙契約は生じる
　（Mclean　Parks＆Schmedemann，199皇：406）。
5Roussea皿（ユ990），Robi皿s㎝，Kraa屹＆Rousse釦（1994），Robins㎝＆Rousseau（1994）の研究
では，従業員の視点から心理契約に関する実証を行っている。
6例えば，Rousseau，1995191－93；Rousseau＆Wade－Ben空㎝i，1994：466－468；Robi皿son，Kraat2＆
Rousse汕，1994：138－139；R㎝ssea皿，1990：390－392の研究では心理契約の類型化がみられる。なお，
Rousseau（1995），R㎝sse汕＆Wa加Be皿z㎝i（1994）は，心理契約の2×2モデルについて説明
しているが，本稿では論じないことを断っておきたい。
7本研究で使用するデータは，日本学術会議による調査が基になっていることを断っておきたい。
薯者は個票まで遡って，データの分析をすることが許可されている。
8本研究の調査対象者であるR＆D要員の概念定義は，総務庁統計局の統計概念定義に準じてい
る総務庁統計局丁科学技術研究調査報剖を参照されたい。
9抽出された因子のネーミングは，暫定的であることを断っておきたい。本分析の目的は，あく
までも項目変数の要約・減数化である。
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